産学官連携・地域科学技術施策の現況(<特集>地域フォーラム2007「産学官連携で地域を活性化する」) by 田口, 康
－　－10 －　－11
産学官連携・地域科学技術施策の現況
田口　康
文部科学省研究振興局
研究環境・産業連携課長
　ただ今ご紹介いただきました文部科学省の田口でご
ざいます。今日は、尾身先生の講演の後を受けまし
て、産学連携について、政策的な視点からお話をさせ
ていただきたいと思っております。先ほど尾身先生か
らご説明がございましたが、私は文部科学省の産業連
携課長でございまして、経済産業省には、大学連携課
長、吉沢課長というのがいます。彼はどういうわけか、
今の私の経歴の中にもございますが、私とは非常に関
係が深いです。彼もロシア駐在の大使館に参事官とし
て３年間いました。さらにいいますと、彼は高校も同
窓でございまして、そういう意味で今、経済産業省と
一体となって仕事をやっているという状況でございま
す。
　尾身先生のほうから、大学が変わったというお話が
ございましたが、この10年、大学の成果・知恵をどう
やって社会に還元していくかという政策を、国会の立
法措置も含めて、国全体として図ってまいりました。
特に、TLO法といいますが、大学等技術移転促進法
では大学の成果を移転して、事業化していこうという
概念が、初めて出てきたといってもいいのではないで
しょうか。その後、産業活力再生特別措置法（日本版
バイドール法）が発効して、国のお金で開発したもの
は国のものだという考え方が変わってきた。それから
知的財産基本法というものがあります。知的財産ある
いは大学の発明ということに対して、いろいろな法的
措置も加えながら政策が進められてきたわけでござい
ます。
　先ほど言いましたTLO法は、大学の技術移転を促
進するための技術移転機関の設立を促進することを目
的としました。それから次の日本版バイドールですが、
従来、国の委託費で研究開発をすれば、その成果は全
部国のものとされていたのですが、この法律では初め
て国が成果を吸い上げず、開発した人に成果を譲渡す
ることが可能となりました。これは大学にとっても、
企業あるいは研究機関にとっても、その成果の活用を
図るという観点から非常に重要なエポックメイキング
な法的措置でございました。
　それから、大学は当然、教育と研究をやる機関でご
ざいますが、知的財産基本法では大学の責務として、
初めてといっていいと思うのですが、プラス・アルファ
として「社会のための知的財産の創造」が付け加えら
れた。したがって、大学はその成果の普及に自主的に
取り組まなければいけない。これが2002年に定められ
たことです。さらに、昨年の12月に教育基本法も改正
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されまして、成果を広く社会に提供するという社会貢
献というものを、大学のプラス・アルファの役割とし
て位置づけた。教育と研究を通じて社会に貢献するこ
とが元々、大学の役割だったわけでございますが、そ
れをさらに明示的にしたわけです。こうしたなかで、
大学の意識も大部変わってきております。
　従来、10年ぐらい前までの話でございますが、国立
大学の法人化の直前ぐらいまで、原則として、大学の
先生の発明は先生個人に帰属しておりました。大学の
先生が企業と直接に付き合って技術移転をしていまし
た。少なくとも10年くらい前までは、大学の成果は大
学の先生に帰属させておいた方が成果がうまく移転さ
れるだろうと考えられていました。国にも大学にも成
果を移転する仕組みがなかったからです。しかし、そ
れだけでは、先ほど尾身先生からご説明のあった「知
の大競争の時代」にはもう日本は生きていけないだろ
うということで、大学がきちんと知的財産を管理し
て、それを移転するという、我が国の全体の仕組みを
作りました。成果を機関帰属にしていきましょうとい
うのが現在の流れでございます。このためには大学に
それなりの体制が必要なわけでございます。特に知的
財産の取り扱いにかかわる一連のポリシーや規程、あ
るいは弁理士さんも含めた大学で知財を扱える人、こ
ういった専門家が必要になってきたわけです。
　そこで文部科学省では、ちょうど５年前から大学知
的財産本部整備事業を始めました。全ての大学という
訳にはなかなか参りませんので、平成19年度に43の大
学を対象に、モデル的に知財の体制を整備して、その
成果を水平展開していただこうという形で、その事業
を進めてまいりました。そして単に管理するだけでは
困りますので、実際それを地元の中小企業も含めて社
会全体に使ってもらうための仕組みを作りました。あ
るいはそのための人材が必要だということで、産学連
携コーディネーターというのを全国に配置していま
す。今、文部科学省の産学連携コーディネーターは87
名おりますが、その他にも大学が独自で採用された方、
あるいは地方自治体や地方の産業振興関係の財団にい
る方の中でも、こういったコーディネーターをやる方
がたくさんいらっしゃいます。いま日本全国で1000名
以上いると言われています。それらの先駆けとして文
部科学省は大学に産学連携コーディネーターを派遣し
てきているということでございます。
　新潟も新潟大学と長岡技術科学大学にそれぞれ一名
ずつ文部科学省直轄の産学官連携コーディネーターが
派遣されております。新潟大学に中津教授、長岡技術
科学大学には松浦さんという産学連携コーディネー
ターがいらっしゃいますので、両大学との窓口として
活用いただければというふうに思っております。
　話が変わりますが、第３期の科学技術基本計画の策
定のための議論をしているときに、我々はこういう図
を使って議論をしていました。
　一番左側に、研究者の自由な発想に基づく研究とい
うのがあって、右側上の方に、基礎研究としての世界
最高水準の科学、下の方に経済的価値とかイノベー
ションがございます（ボックス４）。左側は芽だと思っ
ていただければいいと思います。それが右側にいくに
したがってだんだん高度化されて、最後に社会貢献、
あるいは知的な貢献という形で世界最高水準の科学と
いうゴールに行くわけです。政府の中で議論していた
のは、この途中の段階に切れ目がないように研究開発
資金をどうやって投入していったらいいのかというこ
とでした。もう一つは、今日イノベーションが非常に
重要なテーマになっていますので、サイエンスとイノ
ベーションが無関係ではないだろうという点です。大
学の中で出てきたものを社会に提供し、社会貢献をし
ましょうということです。しかし、それにとどまりま
せん。イノベーション、例えば企業に移転する技術を、
大学にまたフィードバックさせて、それをサイエンス
として進歩させることも当然あるということでござい
ます。そういう中で科学技術を進歩させていくときに、
先ほど尾身先生からお話がございました「死の谷」を
どうやってクリアして、事業化を進めるかということ
が焦点となります。これは、第３期科学技術基本計画
の議論の主眼でございました。
　ボックス５は文部科学省の産学連携政策の全体像を
示していますが、一番左に科研費やJSTの基礎研究の
ファンドがございます。そこから出てきたものをどう
やって出口に持っていくかということが大事です。こ
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れはJST科学技術振興機構の事業になります。ここで
ファンディングをしていくわけです。それから上の方
に行きますが、先ほど説明しましたように、大学の中
の産学官連携推進体制あるいは、知財の管理体制を整
備していく。そして、大学はそんなにお金があるわけ
ではないのですが、国内の特許だけではなく、ビジネ
スはグローバル化しておりますから、海外の特許も積
極的に取りに行かなくてはいけない。ですから、その
ための支援をする事業、あるいは大学の先端研究施設
を民間に開放するための事業をやっているわけでござ
います。
　文部科学省の地域科学技術施策の全体の概要はボッ
クス６の通りです。一番左側と真ん中には先ほど尾身
先生から紹介がございました知的クラスター創生事
業、それから都市エリア産学官連携促進事業がござい
ます。一番右側は、これはJST科学技術振興機構の事
業でございますが、地域イノベーション創出総合支援
事業があります。この中にさまざまなメニューを入れ
てございます。必ずしも大きなものでなくても、個別
のシーズで事業化に持っていくための資金が出せるよ
うなものなど、ケースバイケースでご活用いただける
ようなメニューを揃えているつもりでございます。
　文部科学省の宣伝ばかりでなく、経済産業省がやっ
ていることにも触れさせていただきます。経済産業政
策の重点といたしまして、地域・中小企業・国民一人
ひとりの潜在力発揮による成長の底上げを目指す、地
域発イノベーションの創出という、新しいプログラム
があげられます。これは従来の地域構想、あるいは産
業クラスターのようなものを全部包括する事業とし
て、大きな予算増を図ろうとしています。
　それに加えまして、中小企業庁の「中小企業地域資
源活用プログラム」がございます。今年度から新しい
法律に基づいて、産学連携なども含めて、地域の「強
み」になるような産業を育てていこうという事業を展
開しているものです。特設ホームページが開設されて
ございまして、こういったものもみなさんの活動の参
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考にしていただければと思います。
　地域科学技術については、関係省庁が連携をして取
り組んでいこうとしています。３年前ぐらいから科学
技術連携施策群という新しい構想の中で、地域科学技
術クラスターという柱を立ててございます。厚生労働
省、農林水産省、環境省、国土交通省、文科省、経済
産業省が力を合わせて、地域の科学技術振興により、
地域のイノベーションシステムの構築に取り組んでい
ます。
　それで、地域科学技術に係る地域ブロック協議会と
いうものもできております。北海道・東北のような大
きな経済ブロックごとに国の出先機関がございますの
で、その関係者が集まって、情報交換なり新しい施策
の企画をするような会合なのです。文部科学省は、地
方の出先機関がないので、JSTの研究成果活用プラザ
をメンバーにさせていただいております。隣の長岡に
もサテライトがございます。数年前ですと、こういう
国の機関の集まりに独立行政法人が入ってくることは
考えられなかったのですが、今、形ではなくて実質で
行こうということでこういう集まりが実際に動いてお
ります。
　それから、先ほど切れ目のない資金の提供というお
話をいたしましたが、文部科学省の事業だけですべて
をやることは、やはり無理があるわけでございます。
先ほどの経済産業省の事業につないでいく。あるいは
情報通信関係であれば総務省の事業、農業関係であれ
ば農水省の事業につなぐ。そういったものも全体とし
てうまく使っていただけるように、マッピングをして
おります。
　加えまして、国の政策がいろいろあってよく分から
んよというお声を地域からいただいておりまして、国
の政策だけではなくて、地方自治体の科学技術政策に
関する情報が手に入れられるように、地域科学技術
ポータルサイトをつくりました。ぜひご活用いただき
たいと思っております。
　それから、JSTとNEDOが共催で、毎年９月ごろ、
大学見本市「イノベーション・ジャパン」というのも、
やっております。今年は４万4000人が参加して、その
８割が企業の方でございます。４年前から始めまして、
年々参加人数が増えています。
　最後に、幾つか、個人的に感じていることをお話し
たいと思います。まず第一は、やはり今、産学連携に
よるイノベーションが、大企業よりもむしろ中小企業
にチャンスを与えていると考えています。大企業は多
くの研究開発人材を抱えており、まだ自前主義から
抜けきれないところがあります。こうしたなかで中小
企業としては、大企業に勝つチャンスというのが産学
連携にあるのではないかと思うのです。それから、先
ほどクラスターの話が出ましたが、クラスターという
ことを言い出した、ハーバードのマイケル・ポーター
教授の本の中で「イノベーションにハイテクもローテ
クもない」という指摘があります。ともかく何か新し
いものを産み出して世の中に出していくというのがイ
ノベーションなのです。これは非常に重要な指摘だと
思っております。中央の、旧帝大の先端のシーズにこ
だわらないで、イノベーションのネタをおそらく大学
の至る所に見付けることができると思います。
　それから内発的な動機と主体的な行動が不可欠であ
るという点が大事です。私は地域科学技術の仕事を
やっていたときにこれを痛切に感じたわけでございま
す。どうしても国の施策に合わせて地域が提案をする
という流れが日本全体にメインになっていますが、む
しろ逆に各省の施策をどうやって地域のニーズに合わ
せるかという視点から考える必要があります。地域の
主体的な活動に合わせて、国がいろんな施策を投入し
ていくという考え方にぜひ発想を転換していただきた
いと思っております。
　そして、文部科学省でございますので、大学の皆様
にぜひ申し上げたいことが４点ございます。
　第一に、研究だけではなくて教育も含めて新領域、
融合領域にどんどん挑んでいっていただきたい。日本
の学界は縦割りが強くて、なかなか融合領域、あるい
は新しいところに踏み出すのは苦手だと言われていま
す。
　第二に、先生一人ひとりは非常に立派で、立派な活
動もされているのですが、チームで仕事をするという
こともぜひ重視していただきたい。個人では発揮でき
ない力が必ず出るはずでございます。
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　第三に、新潟経営大学を含めて、人文・社会系の大
学の活躍・活動に期待をしたいと思っています。
　最後の４点目になりますが、大学というと、どうし
ても教員、大学の先生がいいとか悪いとかという話に
なりますが、大学が組織で動こうとした時に、一番大
切な存在になるは事務局の職員なのです。先生にプロ
ジェクトのマネジメントというのはなかなか難しいと
ころがあります。事務局自身がマネジメント能力を
持ってがんばっていただきたいというふうに考えてお
ります。
　私のお話は以上とさせていただきます。ご清聴あり
がとうございました。
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